
 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-自動車運送業分野の基準について-」の一部改正について 

 

令和８年 10 月９日 

 

 

 「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-自動車運送業分野の基準について-」について、下記のとおり必要な改正を行いましたの

で、公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当 

ページ 

（ 改 正

後） 

改正箇所 現行 改正 

１ P.１ 前文 

○１つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 法務大臣は、出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年

政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４第１項

に基づき、特定技能の在留資格に係る制度の適正な運

用を図るため、「特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する基本方針」（平成 30 年 12 月 25 日閣議決定）

にのっとり、分野を所管する行政機関の長等と共同し

て、分野ごとに特定技能の在留資格に係る制度上の運

用に関する重要事項等を定めた特定技能の在留資格に

係る制度上の運用に関する方針を定めなければならな

いとされ、自動車運送業分野についても「自動車運送業

分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する方針」（令和６年３月 29 日閣議決定。以下「分

野別運用方針」という。）及び「「自動車運送業分野にお

○ 出入国管理及び難民認定法（昭和26 年政令第319号。

以下「法」という。）第２条の４第１項において、法務

大臣は基本方針にのっとり、分野所管行政機関の長等と

共同して、特定技能の在留資格に係る制度の運用に関す

る方針を定めなければならない旨規定されています。こ

れを踏まえ、自動車運送業分野においては、「自動車運

送業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運

用に関する方針」（令和８年１月 23 日閣議決定。以下

「分野別運用方針」という。）が定められました。 

  

 

 

 



 

 

 

 

 

○２つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○３つ目 

 

ける特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方

針」に係る運用要領」（令和６年４月 19 日法務省・警

察庁・外務省・厚生労働省・国土交通省。以下「分野別

運用要領」という。）が定められました。 

 

○ また、法第２条の５の規定に基づく、特定技能雇用契

約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める

省令（平成 31 年法務省令第５号。以下「特定技能基準

省令」という。）及び出入国管理及び難民認定法第７条

第１項第２号の基準を定める省令（平成２年法務省令第

16 号。以下「上陸基準省令」という。）においては、各

分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣と協議

の上、当該分野の事情に鑑みて告示で基準を定めるこ

とが可能となっているところ、自動車運送業分野につ

いても、出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２

号の基準を定める省令及び特定技能雇用契約及び１号

特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の規定

に基づき自動車運送業分野に特有の事情に鑑みて当該

分野を所管する関係行政機関の長が告示で定める基準

を定める件（令和６年国土交通省告示第 1362 号。以下

「告示」という。）において、自動車運送業分野固有の

基準が定められています。 

 

○ 本要領は、告示の基準等の詳細についての留意事項

を定めることにより、自動車運送業分野における特定

技能の在留資格に係る制度の適正な運用を図ることを

目的としています。 

 

 

 

 

 

○ また、法第２条の５の規定に基づく、特定技能雇用契

約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める

省令（平成 31 年法務省令第５号。以下「特定技能基準

省令」という。）及び出入国管理及び難民認定法第７条

第１項第２号の基準を定める省令（平成２年法務省令第

16 号。以下「上陸基準省令」という。）においては、各

分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣と協議の

上、当該分野に特有の事情に鑑みて告示で基準を定める

ことが可能となっているところ、自動車運送業分野につ

いても、出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号

の基準を定める省令及び特定技能雇用契約及び１号特

定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の規定に

基づき自動車運送業分野に特有の事情に鑑みて当該分

野を所管する関係行政機関の長が告示で定める基準を

定める件（令和６年国土交通省告示第 1362 号。以下「告

示」という。）において、自動車運送業分野固有の基準

が定められています。 

 

○ 本要領は、告示の基準等、運用上の細目及び留意事項

を定めることにより、自動車運送業分野における特定技

能の在留資格に係る制度の適正な運用を図ることを目

的としています。 

２ P.２ 目次 （新設） 目次 



 

第１ 特定技能外国人が従事する業務 ・・・・・・３ 

 

第２ 特定技能外国人が有すべき技能水準等 ・・・５ 

 

第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

 

第４ 適合１号特定技能外国人支援計画の適正な実施の

確保に係る基準 ・・・・・・・・・・・・・・・19 

 

第５ 上陸許可に係る基準 ・・・・・・・・・・・・22 

 

第６ キャリア形成プログラム ・・・・・・・・・・25  

 

第７ 在留資格「特定活動」による入国・在留 ・・・26 

３ P.３ 第１ 特定技

能外国人が従

事する業務 

【関係規定】 

分野別運用方

針（抜粋） 

 

 

【関係規定】  

分野別運用方針（抜粋） 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関す

る重要事項 

（１）１号特定技能外国人が従事する業務 

１号特定技能外国人が従事する業務区分は、上記

３（１）に定める試験区分に対応し、別表ｃ．業務区

分（５（１）関係）の欄に掲げる業務とする。 

【関係規定】  

分野別運用方針（抜粋） 

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する

事項 

２ その他特定技能制度の運用に関する重要事項 

（１）業務区分及び特定技能外国人が従事する業務 

自動車運送業分野において設定する業務区分及

び１号特定技能外国人が従事する業務は、上記１

（１）に定める技能水準に対応し、別表のｃ．業務

区分（従事する業務）の欄に掲げる業務とする。 

なお、これらの業務に従事する日本人が通常従

事することとなる関連業務（例：車両の清掃、運行



前後の準備片付けなど試験等によって専門性を確

認されない業務）に付随的に従事することは差し

支えない。 

４ P.３  分野別運用要領（抜粋） 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関

する重要事項 

１．１号特定技能外国人が従事する業務 

自動車運送業分野において受け入れる１号特定技能

外国人が従事する業務は、運用方針３（１）に定める試

験区分及び運用方針５（１）に定める業務区分に従い、

上記第１の試験合格により確認された業務をいう。 

なお、当該業務に従事する日本人が通常従事するこ

ととなる関連業務（例：車両の清掃など試験等によって

専門性を確認されない業務）に付随的に従事すること

は差し支えない。 

（削除） 

５ P.４ 

 

 

 

 

【業務内容】 

○１つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇２つ目 

【主たる業務】 

○ 自動車運送業分野において受け入れる１号特定技能

外国人は、特定技能基準省令第１条第１項に定めると

おり、相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要

する業務に従事することが求められるところ、分野別

運用方針及び分野別運用要領に基づき、本要領別表に

記載された試験の合格により確認された技能を要する

本要領別表に記載された業務に主として従事しなけれ

ばなりません。 

 

 

 

（新設） 

【業務内容】 

○ 自動車運送業分野において受け入れる１号特定技能

外国人は、相当程度の知識又は経験を必要とする技能を

要する業務に従事することが求められるところ、分野別

運用方針により定められた、試験等の合格により確認さ

れた技能を要する本要領別表に記載された業務に主と

して従事しなければなりません。また、当該業務に従事

する日本人が通常従事することとなる関連業務（例：車

両の清掃、運行前後の準備、片付け）に付随的に従事す

ることは差し支えありませんが、専ら関連業務に従事す

ることは認められません。 

 

○ １号特定技能外国人 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇３つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本要領別表に記載された業務の考え方は以下のとお

りです。 

・トラック運転者の業務区分については、運行業務（安

全な貨物の輸送等）及び荷役業務（荷崩れを起こさな

い貨物の積付け等）が対象となります。 

・タクシー運転者及びバス運転者の業務区分について

は、運行業務（安全な旅客の輸送等）及び接遇業務（乗

客対応等）が対象となります。 

・なお、業務の遂行に際しては、道路運送法、貨物自動 

車運送事業法等の関係法令や安全管理規程、業務規

程、社内規定等の規程類を遵守することが必要です。 

 分野別運用方針第二１（１）に定める試験及び分野別運

用方針第二２（１）に定める業務に従い、第二１（１）

の試験合格により確認された技能を要するものであっ

て、トラック運転者の業務区分については、運行業務（安

全な貨物の輸送等）及び荷役業務（荷崩れを起こさない

貨物の積付け等）、タクシー運転者及びバス運転者の業

務区分については、運行業務（安全な旅客の輸送等）及

び接遇業務（乗客対応等）に従事しなければなりません。 

 

○ なお、業務の遂行に際しては、道路運送法、貨物自動

車運送事業法等の関係法令や安全管理規程、業務規程、

社内規定等の規程類を遵守することが必要です。 

６ P.４ 

 

 

 【関連業務】 

○ 分野別運用要領に記載するとおり、当該業務に従事

する日本人が通常従事することとなる関連業務に付随

的に従事することは差し支えありません。 

○ なお、関連業務に当たり得るものとして、例えば、次

のものが想定されます（注）。 

（注）専ら関連業務に従事することは認められません。 

・車両の清掃 

（削除） 



・運行前後の準備、片付け 

７ P.４ 【相談窓口】 

 

【相談窓口】 

○ 特定技能外国人が従事する業務内容に関する詳細に

ついては国土交通省物流・自動車局にお問い合わせく

ださい。問合せ先については、国土交通省物流・自動車

局のホームページを御覧ください。 

（URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_00003 

8.html） 

【相談窓口】 

○ 特定技能外国人が従事する業務内容に関する詳細に

ついては、国土交通省物流・自動車局にお問い合わせく

ださい。なお、問合せ先は、以下のとおりです。 

国土交通省物流・自動車局ホームページ 

URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_00003 

8.html  

８ P.５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２  特 定 技

能 外 国 人 が 有

す べ き 技 能 水

準等 

【関係規定】 

分 野 別 運 用 方

針（抜粋） 

 

 

 

 

分野別運用方針（抜粋） 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関す

る事項 

自動車運送業分野において特定技能１号の在留資格

で受け入れる外国人は、以下に定める試験に合格した

者とし、タクシー運送業及びバス運送業においては、こ

れらの試験の合格に加え、新任運転者研修を修了した

者とする。 

（１）技能水準（試験区分） 

別表ａ．試験区分（３（１）関係）の欄に掲げる試 

  験 

（２）日本語能力水準 

別表ｂ．試験区分（３（２）関係）の欄に掲げる試 

  験 

分野別運用方針（抜粋） 

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する

事項 

１ 特定産業分野において求められる人材の基準に関

する事項 

自動車運送業分野において特定技能１号の在留資

格で受け入れる外国人は、次の（１）及び（２）に定

める試験に合格及び資格を取得した者とし、タクシ

ー運送業及びバス運送業において、これらの試験の

合格に加え、新任運転者研修（旅客自動車運送事業運

輸規則（昭和 31 年運輸省令第 44 号）第 38 条第１

項、第２項及び第５項並びに第 39 条に規定する事項

についての指導、監督及び特別な指導を受け、並びに

適性診断を受診することをいう。以下同じ。）を修了

した者とする。 

 （１）技能水準 

別表のａ．技能水準の欄に掲げるもの 

 （２）日本語能力水準 

別表のｂ．日本語能力水準の欄に掲げるもの 

９ P.５  分野別運用要領（抜粋） （削除） 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_00003
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_00003


第１ 特定産業分野において認められる人材の基準に関

する事項 

１．技能水準及び評価方法等（特定技能１号） 

「自動車運送業分野特定技能１号評価試験」及び「第

一種運転免許」又は「第二種運転免許」（運用方針３（１）

の試験区分：運用方針別表ａ．試験区分（３（１）関係）

のとおり） 

（１）技能水準及び評価方法 

（技能水準） （略） 

（評価方法） 

ア～ウ （略） 

エ 「運転免許」 

（ア）トラック運送業 

各都道府県公安委員会が行う第一種運転免許試

験（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第

９７条の２第３項に規定する運転免許試験の一部

免除による免許取得（いわゆる外免切替制度）を

含む。） 

（イ）タクシー運送業及びバス運送業 

各都道府県公安委員会が行う第二種運転免許 

試験 

１０ P.６ 告示第１条（抜

粋） 

告示第１条（抜粋） 

自動車運送業分野に係る出入国管理及び難民認定法第

７条第１項第２号の基準を定める省令の表の法別表第１

の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動の項

の下欄第６号に規定する告示で定める基準は、申請人が

次のいずれにも該当することとする。 

一 （略） 

告示第１条（抜粋） 

自動車運送業分野に係る出入国管理及び難民認定法第

７条第１項第２号の基準を定める省令の表の法別表第１

の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動の項

の下欄第６号に規定する告示で定める基準は、申請人が次

のいずれにも該当することとする。 

一 （略） 



二 旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和 26 年法律

第 183 号。以下「法」という。）第２条第３項に規定

する旅客自動車運送事業をいう。第３条第３号にお

いて同じ。）に従事しようとする者にあっては、新任

運転者研修（旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31

年運輸省令第 44 号）第 38 条第１項及び第 39 条に

規定する指導監督、同規則第 38 条第２項に規定する

特別な指導並びに同規則第 38 条第５項に規定する

指導を受けること並びに同規則第 38 条第２項に規

定する適性診断を受けることをいう。第３条第３号

において同じ。）を修了していること。 

二 旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和 26 年法律

第 183 号。以下「法」という。）第２条第３項に規定

する旅客自動車運送事業をいう。以下同じ。）に従事

しようとする者にあっては、新任運転者研修（旅客自

動車運送事業運輸規則（昭和 31 年運輸省令第 44 号）

第 38 条第１項及び第 39 条に規定する指導監督、同

規則第38 条第２項に規定する特別な指導並びに同規

則第38 条第５項に規定する指導を受けること並びに

同規則第38条第２項に規定する適性診断を受けるこ

とをいう。第３条第３号において同じ。）を修了して

いること。 

１１ P.６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 １ 号 特 定 技

能 外 国 人 の 技

能 水 準 及 び 日

本語能力水準】 

○１つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

○２つ目 

 

 

 

○ １号特定技能外国人として自動車運送業分野の業務

に従事する場合には、本要領別表に記載された技能試

験及び日本語試験の合格並びに日本の自動車運転免許

の保有が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ トラック運送業においては、修了した技能実習２号

の職種・作業の種類にかかわらず、技能実習２号を良好

に修了した者については、国際交流基金日本語基礎テ

スト及び日本語能力試験（Ｎ４以上）のいずれの試験も

【１号特定技能外国人の技能水準及び日本語能力水準】 

○ 「自動車運送業分野特定技能１号評価試験（トラッ

ク）」及び「第一種運転免許」（分野別運用方針第二１（１）

の試験区分） 

   当該試験は、運行管理者等の指導・監督の下、貨物自

動車運送業における運行前後の点検、安全な運行、乗務

記録の作成や荷崩れを起こさない貨物の積付け等がで

きるレベルであることを確認するものであり、この試験

に合格し、かつ「第一種運転免許」を取得した者は、自

動車運送業分野（トラック運転者区分）において、一定

の専門性・技能を用いて即戦力として稼働するために必

要な知識や経験を有するものと認められます。 

 

○ 「自動車運送業分野特定技能１号評価試験（タクシ

ー）」及び「第二種運転免許」（分野別運用方針第二１（１）

の試験区分） 

  当該試験は、運行管理者等の指導・監督の下、一般乗



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○３つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○４つ目 

 

 

 

 

 

 

免除されます。 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

用旅客自動車運送事業における運行前後の点検、安全な

運行、乗務記録の作成や乗客対応等ができるレベルであ

ることを確認するものであり、この試験に合格し、かつ

「第二種運転免許」を取得した者は、自動車運送業分野

（タクシー運転者区分）において、一定の専門性・技能

を用いて即戦力として稼働するために必要な知識や経

験を有するものと認められます。 

 

○ 「自動車運送業分野特定技能１号評価試験（バス）」

及び「第二種運転免許」（分野別運用方針第二１（１）

の試験区分） 

  当該試験は、運行管理者等の指導・監督の下、一般乗

合旅客自動車運送事業、一般貸切旅客自動車運送事業又

は特定旅客自動車運送事業における運行前後の点検、安

全な運行、乗務記録の作成や乗客対応等ができるレベル

であることを確認するものであり、この試験に合格し、

かつ「第二種運転免許」を取得した者は、自動車運送業

分野（バス運転者区分）において、一定の専門性・技能

を用いて即戦力として稼働するために必要な知識や経

験を有するものと認められます。 

 

○ トラック運転者区分 

  「日本語教育の参照枠」Ａ2.2 相当以上 

  ※ 以下のいずれかの試験の合格 

    ・国際交流基金日本語基礎テスト（ＪＦＴ―Ｂ 

ａｓｉｃ）Ａ2.2 相当以上 

    ・日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ４以上 

  ※ 特定技能１号の在留資格を得るためには基本的



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○５つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

には、必要な水準の技能及び日本語能力を有してい

ることの証明が求められます。もっとも、技能実習

２号を良好に修了した者については、当面の間、当

該特定技能１号に係る要件として必要な日本語能

力を有していることの証明は要しません。 

 

○ タクシー運転者区分及びバス運転者区分 

   「日本語教育の参照枠」Ｂ１相当以上（「日本語教育

の参照枠」Ａ2.2 相当で可とするための要件を満たす場

合を除く。） 

  ※ 以下の試験の合格 

    ・日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ３以上 

     ※ ＣＥＦＲのＢ１相当以上を判定された場

合に限る。 

※ 令和９年４月１日以降、「日本語教育の参

照枠」Ｂ１相当以上が求められますが、その

取扱いについては別途お知らせします。    

「日本語教育の参照枠」Ａ2.2 相当（「日本語教育の参

照枠」Ａ2.2 相当で可とするための要件（※）を満たす

場合。） 

※ 以下のいずれかの試験の合格 

・国際交流基金日本語基礎テスト（ＪＦＴ―Ｂ 

ａｓｉｃ）Ａ2.2 相当 

    ・日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ４ 

  ※ 「日本語教育の参照枠」Ａ2.2 相当で可とするた

めの要件（次のいずれにも該当することが必要で

す。） 

   ① １号特定技能外国人が従事する業務が貸切バ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○６つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ タクシー運送業及びバス運送業においては、本要領

別表に記載された技能試験及び日本語試験の合格並び

に第二種運転免許の保有に加え、新任運転者研修の修

了が必要です。当該研修の修了に当たっては、業界団体

が定めた効果測定の基準に達する必要があります。 

スでないこと。 

   ② 「日本語教育の参照枠」Ｂ１相当の日本語能力

の修得に向けた日本語学習プラン（分野参考様式

第 15ー16 号）を作成すること。 

   ③ １号特定技能外国人の他に乗客、営業所及び警

察署、消防署その他の関係機関との間で日本語に

より意思疎通を図ることを補助する者（以下「日

本語サポーター」という。）を乗務させること。 

ただし、離島・半島を運行区間とする乗合バス

又は特定バスにおいて、営業所との連絡体制が整

備され、自治体からの特定技能外国人のバス運転

業務に係る特定技能所属機関との連携に係る協

力同意書（分野参考様式第 15ー17 号）を受領し

ている場合は、１号特定技能外国人による単独乗

務も認められます。 

※ 特定技能１号の在留資格を得るためには基本的

には、必要な水準の技能及び日本語能力を有して

いることの証明が求められます。もっとも、技能実

習２号を良好に修了した者の日本語能力について

は、当面の間、これらの事実をもってＡ2.2 相当の

日本語能力を有していることが証明されたことと

します（別途証明は不要です。）。 

 

○ タクシー運送業及びバス運送業においては、本要領別

表に記載された技能試験及び日本語試験の合格並びに

第二種運転免許の保有に加え、新任運転者研修（旅客自

動車運送事業運輸規則（昭和 31 年運輸省令第 44 号）

第 38 条第１項及び第 39 条に規定する指導監督、同規



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

則第 38 条第２項に規定する特別な指導並びに同規則第

38 条第５項に規定する指導を受けること並びに同規則

第 38 条第２項に規定する適性診断を受けることをい

う。）の修了が必要です。当該研修の修了に当たっては、

一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会（タクシー

運送業）又は公益社団法人日本バス協会（バス運送業）

が定めた効果測定の基準に達する必要があります。 

１２ P.８ 【 ２ 号 特 定 技

能 外 国 人 の 技

能 水 準 及 び 日

本語能力水準】 

○１つ目 

○ なお、自動車運送業分野においては、特定技能２号で

の受入れを行うことはできません。 

【２号特定技能外国人の技能水準及び日本語能力水準】 

○ 自動車運送業分野においては、特定技能２号での受入

れを行うことはできません。 

１３ P.８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 確 認 対 象 の

書類】 

○２つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確認対象の書類】 

＜トラック運送業の場合＞ 

○ 日本語能力を証するものとして次のいずれか 

・国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の写し 

・日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の種類に

かかわらず、技能実習２号を良好に修了した者は、国

際交流基金日本語基礎テスト及び日本語能力試験

（Ｎ４以上）のいずれの試験も免除されます。 

※ 特定活動 55 号から特定技能１号への在留資格変

更許可申請の際は、提出不要な場合があります。詳細

は提出書類一覧表を御確認ください。 

 

 

 

＜タクシー運送業及びバス運送業の場合＞ 

【確認対象の書類】 

＜トラック運送業の場合＞ 

○ 日本語能力を証するものとして、次のいずれか 

・国際交流基金日本語基礎テストの判定結果通知書（Ａ

2.2 相当以上）の写し 

・日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の種類に

かかわらず、技能実習２号を良好に修了した者は、当

面の間、この事実をもって特定技能１号としてトラ

ック運送業に従事する上で必要とされる日本語能力

を有していることが証明されたこととしますので、

別途国際交流基金日本語基礎テスト又は日本語能力

試験（Ｎ４以上）を受験し、合格する必要はありませ

ん。 

 

＜タクシー運送業及びバス運送業の場合＞ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.９ 

○３つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○４つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 技能水準を証するもの 

・自動車運送業分野特定技能１号評価試験（タクシー）

又は自動車運送業分野特定技能１号評価試験（バス）

の合格証明書の写し 

・第二種運転免許 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 日本語能力を証するもの 

・日本語能力試験（Ｎ３以上）の合格証明書の写し 

※ 特定活動 55 号から特定技能１号への在留資格変

更許可申請の際は、提出不要な場合があります。詳細

は提出書類一覧表を御確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 技能水準を証するもの 

・自動車運送業分野特定技能１号評価試験（タクシー）

又は自動車運送業分野特定技能１号評価試験（バス）

の合格証明書の写し 

・第二種運転免許 

・一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会（タクシ

ー運送業）又は公益社団法人日本バス協会（バス運送

業）が作成した新任運転者研修の修了を証する書類 

＊１号特定技能外国人が業務に従事する際に日本語サ

ポーターを同乗させる必要がある場合、新任運転者

研修の修了を証する書類には、告示第３条第４号ロ

に規定する日本語サポーターの要件を確認したこと

が記載されている必要があります。 

 

○ 日本語能力を証するものとして、次のいずれか 

 （日本語能力水準Ｂ１相当以上を証する場合） 

 ・日本語能力試験（Ｎ３以上）の合格証明書の写し 

  （日本語能力水準Ａ2.2 相当を証する場合（一定の要

件を満たす場合に限る。）） 

 ・国際交流基金日本語基礎テストの判定結果通知書

（A2.2 相当）の写し 

・日本語能力試験（Ｎ４）の合格証明書の写し 

 ＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の種類に

かかわらず、技能実習２号を良好に修了した者は、当

面の間、この事実をもって特定技能１号としてタクシ

ー運送業又はバス運送業に従事する上で必要とされ

る日本語能力を有していることが証明されたことと

しますので、別途国際交流基金日本語基礎テスト又は



 

 

 

○５つ目 

 

 

 

○ その他 

・業界団体が作成した新任運転者研修の修了を証する

書類 

日本語能力試験（Ｎ４）を受験し、合格する必要はあ

りません。 

 

○ 一定の要件 

・自動車運送業分野特定技能協議会タクシー分科会（タ

クシー運送業）又はバス分科会（バス運送業）の認証

を受けた日本語学習プラン（分野参考様式第 15―16

号） 

・特定技能外国人のバス運転業務に係る特定技能所属

機関との連携に係る協力同意書（分野参考様式第 15

―17 号） 

＊日本語サポーターを同乗させる場合は、特定技能外

国人のバス運転業務に係る特定技能所属機関との連

携に係る協力同意書（分野参考様式第 15ー17 号）の

提出は不要です。 

＊特定活動55 号から特定技能１号への在留資格変更許

可申請の際は、提出不要な場合があります。詳細は提

出書類一覧表を御確認ください。 

１４ P.１２ 第 ３  特 定 技

能 雇 用 契 約 の

適 正 な 履 行 の

確 保 に 係 る 基

準 

【関係規定】 

告示第３条 

告示第三条 

自動車運送業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特

定技能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第 13 号及び第２項第７号に規定する告示で定める基

準は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機

関が次のいずれにも該当することとする。 

一 自動車運送事業（法第２条第２項に規定する自動

車運送事業をいい、貨物利用運送事業法（平成元年法

律第 82 号）第２条第８項に規定する第二種貨物利用

運送事業を含む。）を営む者であること。 

告示第３条 

自動車運送業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特

定技能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第 13 号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準

は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が

次のいずれにも該当することとする。 

一 自動車運送事業（法第２条第２項に規定する自動

車運送事業をいい、貨物利用運送事業法（平成元年法

律第 82 号）第２条第８項に規定する第二種貨物利用

運送事業を含む。）を営む者であること。 



二 一般財団法人日本海事協会が実施する運転者職場

環境良好度認証制度に基づく認証を受けた者又は全

国貨物自動車運送適正化事業実施機関（貨物自動車

運送事業法（平成元年法律第 83 号）第 43 条に規定

する全国貨物自動車運送適正化事業実施機関をい

う。）が実施する貨物自動車運送事業安全性評価事業

に基づく安全性優良事業所の認定を受けた事業所を

有する者であること。 

三 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特

定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おうとす

る外国人のうち旅客自動車運送事業に従事しようと

する者に対し、新任運転者研修を実施すること。 

四 国土交通省が設置する自動車運送業分野に係る特

定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であ

ること。 

五 前号の協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

六 国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協

力を行うこと。 

七 登録支援機関に適合１号特定技能外国人支援計画

の全部の実施を委託する場合にあっては、前３号の

いずれにも該当する登録支援機関に委託することと

していること。 

 

二 一般財団法人日本海事協会が実施する運転者職場

環境良好度認証制度に基づく認証を受けた者又は全

国貨物自動車運送適正化事業実施機関（貨物自動車

運送事業法（平成元年法律第 83 号）第 43 条に規定

する全国貨物自動車運送適正化事業実施機関をい

う。）が実施する貨物自動車運送事業安全性評価事業

に基づく安全性優良事業所の認定を受けた事業所を

有する者であること。 

三 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定

技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おうとする外

国人（次号において「１号特定技能外国人」という。）

のうち旅客自動車運送事業に従事しようとする者に対

し、新任運転者研修を実施すること。 

四 １号特定技能外国人であって、基礎的な日本語を理解

し、使用することができる水準の日本語能力を有してい

る者（自立して日本語を理解し、使用することができる

水準以上の日本語能力を有している者を除く。）を、旅

客自動車運送事業（法第３条第１号ロに規定する一般貸

切旅客自動車運送事業を除く。以下この号において同

じ。）に従事させる場合にあっては、次のいずれにも該

当すること。 

イ 自立して日本語を理解し、使用することができる

水準の日本語能力を修得するために必要な学習をす

るための体制を整備していること。 

ロ 当該１号特定技能外国人を業務に従事させる現場

において不測の事態が発生した場合その他の日本語

により意思疎通を図ることが必要となる場合に１号

特定技能外国人と乗客、営業所及び警察署、消防署そ



の他の関係機関との間で日本語により意思疎通を図

ることを補助する者（当該本邦の公私の機関に雇用

されている者で、旅客自動車運送事業の業務に従事

した経験を有するもの又は現場において不測の事態

が発生した場合等に適切な対応ができるよう指導を

受けたものに限る。）を同乗させることとしているこ

と。ただし、離島等（離島振興法（昭和 28 年法律第

72 号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島

振興対策実施地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭

和 29 年法律第 189 号）第１条に規定する奄美群島、

小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44 年法律第 79

号）第 4 条第１項に規定する小笠原諸島及び沖縄振

興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第３条第３

号に規定する離島の区域並びに半島振興法（昭和 60

年法律第 63 号）第２条第１項の規定に基づき指定さ

れた半島振興対策実施地域をいう。以下この号にお

いて同じ。）において１号特定技能外国人を業務に従

事させる場合であって、次のいずれにも該当する場

合にあっては、この限りでない。 

(1) 当該１号特定技能外国人に従事させる業務が、

法第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車

運送事業又は同条第２号に規定する特定旅客自動

車運送事業に係るものであること。 

(2) 当該１号特定技能外国人を業務に従事させる離

島等をその区域に含む市町村と協力して、当該１

号特定技能外国人の支援を行うこととしているこ

と。 

(3) 当該１号特定技能外国人を業務に従事させる現



場において不測の事態が発生した場合等に適切な

対応を行うことができるよう、情報通信技術の活

用その他の方法により緊急時の連絡体制の整備そ

の他必要な環境整備を行うこととしていること。 

五 国土交通省が設置する自動車運送業分野に係る特定

技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であるこ

と。 

六 前号の協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

七 国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査及び

指導に対し、必要な協力を行うこと。 

八 登録支援機関に適合１号特定技能外国人支援計画の

全部の実施を委託する場合にあっては、前３号のいずれ

にも該当する登録支援機関に委託することとしている

こと。 

１５ P.１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 特 定 技 能 所

属 機 関 及 び 事

業所】 

○１つ目 

 

 

○３つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準と

して、自動車運送業分野に特有の事情に鑑みて特定技

能基準省令第２条第１項第 13 号に基づき告示をもっ

て定めたものです。 

 

○ また、自動車運送業分野の特定技能外国人を受け入

れる特定技能所属機関は、自動車運送事業（道路運送法

第２条第２項に規定する自動車運送事業をいい、貨物

利用運送事業法（平成元年法律第 82 号）第２条第８項

に規定する第二種貨物利用運送事業を含む。）を営んで

いるほか、一般財団法人日本海事協会が実施する運転

者職場環境良好度認証制度に基づく認証を受けている

こと又は全国貨物自動車運送適正化事業実施機関が実

【特定技能所属機関及び事業所】 

○ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準と

して、自動車運送業分野に特有の事情に鑑みて特定技能

基準省令第２条第１項第 13 号に基づき告示をもって定

めたものです。 

 

○ 自動車運送業分野の特定技能外国人を受け入れる特

定技能所属機関は、自動車運送事業（道路運送法第２条

第２項に規定する自動車運送事業をいい、貨物利用運送

事業法（平成元年法律第 82 号）第２条第８項に規定す

る第二種貨物利用運送事業を含む。）を営んでいること

が必要です。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○４つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○６つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施する貨物自動車運送事業安全性評価事業に基づく安

全性優良事業所の認定を受けた事業所を有しているこ

とが必要です。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自動車運送業分野においては、事業用自動車の運行管

理が適切になされない場合、事故等に至るおそれがある

こと、また、運転者の労務管理が適切になされない場合、

過重労働を招くおそれがあること等の特性を踏まえ、自

動車運送事業者による適正な外国人の受入れを維持す

るためにも、特定技能所属機関は、一般財団法人日本海

事協会が実施する運転者職場環境良好度認証制度に基

づく認証を受けていること、又はトラック運送業におい

ては、全国貨物自動車運送適正化事業実施機関が実施す

る貨物自動車運送事業安全性評価事業に基づく安全性

優良事業所の認定を受けた事業所を有していることが

必要です。 

 

○ タクシー運送業及びバス運送業（道路運送法第３条第

１号ロに規定する一般貸切旅客自動車運送事業を除

く。）において、当該業務に従事しようとする１号特定

技能外国人の日本語能力水準が日本語教育の参照枠の

Ａ2.2 相当である場合は、当該特定技能外国人のＢ１相

当以上の日本語能力修得に向けて、当該１号特定技能外

国人の同意の上、日本語学習プラン（分野参考様式第 15

ー16 号）を作成する必要があります。なお、日本語学

習プランは、自動車運送業分野特定技能協議会タクシー

分科会（タクシー運送業）又はバス分科会（バス運送業）

（以下「分科会」という。）が定めた基準に基づき、そ



 

 

 

 

 

 

P.１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○７つ目 

 

 

 

 

 

○８つ目 

 

 

 

 

 

 

○９つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

の内容が適当である旨の審査を経たものでなければな

りません。分科会の審査に当たっては、日本語学習プラ

ンの案に加え、運転者職場環境良好度認証制度に基づく

認証を受けた際の提出書類のうち、自認書の写しを添付

する必要があります。 

 

○ 在留期間更新許可申請の時点で、当該１号特定技能外

国人がＢ１相当以上の日本語能力水準にあることを証

することができない場合は、在留期間の更新時に再度分

科会の認証を受けた日本語学習プランを提出する必要

があります。 

 

○ タクシー運送業及びバス運送業（道路運送法第３条第

１号ロに規定する一般貸切旅客自動車運送事業を除

く。）において、当該業務に従事しようとする１号特定

技能外国人の日本語能力水準がＡ2.2 相当である場合

は、条件に応じて日本語サポーターの同乗が必要となる

場合と不要な場合があります。 

 

○ 日本語サポーターの同乗が必要となる場合 

  原則、緊急時等に当該特定技能外国人と乗客、営業所

及び警察署、消防署その他の関係機関との間のコミュニ

ケーションを補助する日本語サポーターを同乗させる

必要があります。日本語サポーターの適格性に係る考え

方は、以下のとおりです。 

  ・日本語サポーターは、自社で６か月以上雇用された、

運転士を引退後引き続き事務職等で勤務されている

者や、高速バスの交代運転士等が想定されます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○10 個目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ただし、自社での雇用期間が６か月未満である者

（例：運転未経験者など）も、緊急時の対応など安全

や接遇に関する研修を実施することで、日本語サポー

ターとして同乗することは可能です。当該研修の修了

に当たっては、一般社団法人全国ハイヤー・タクシー

連合会（タクシー運送業）又は公益社団法人日本バス

協会（バス運送業）が定めた効果測定の基準に達する

必要があります。 

日本語サポーターの適格性については、一般社団法   

人全国ハイヤー・タクシー連合会（タクシー運送業）又

は公益社団法人日本バス協会（バス運送業）において作

成する新任運転者研修の修了を証する書類に、告示第３

条第４号ロに規定する日本語サポーターの要件を確認し

たことを証する旨の記載が必要となります。 

 

○ 日本語サポーターの同乗が不要な場合 

  バス運送業（道路運送法第３条第１号ロに規定する一

般貸切旅客自動車運送事業を除く。）は以下①及び②を

満たせば、離島・半島地域（離島振興法第２条第１項の

規定に基づき指定された離島振興対策実施地域、奄美群

島振興開発特別措置法第１条に規定する奄美群島、小笠

原諸島振興開発特別措置法第４条第１項に規定する小

笠原諸島及び沖縄振興特別措置法第３条第３号に規定

する離島の区域並びに半島振興法第２条第１項の規定

に基づき指定された半島振興対策実施地域をいう。）に

限り、日本語サポーターを同乗させずに単独で業務が可

能です。このとき、営業所を含む乗務する区間全体が、

離島・半島地域内でなければなりません。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○11 個目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 ① 当該特定技能外国人と地域の共生を図るため、当該

特定技能外国人が運転業務に従事する路線をその区

域に含む自治体から、特定技能外国人のバス運転業務

に係る特定技能所属機関との連携に係る協力同意書

（分野参考様式第 15ー17 号）を受領することが必要

です。この協力同意書は、運転業務に従事する路線を

その区域に含む自治体ごとに受領する必要がありま

す。協力同意書には、次の協力内容を記載することが

必要となりますが、自治体との合意により、他の項目

についても追加が可能です。 

   ・日本語能力水準がＡ2.2 相当である１号特定技能

外国人により単独での乗務が行われることに係る

地域住民への周知啓発 

   ・当該１号特定技能外国人の日本語能力を高めるた

めに事業者が行う日本語教育（方言を含む）のサポ

ート 

   ・緊急時の対応や運行の安全確保等に係る関係機関

との協議 

  

 ② 事故対応等の緊急事態が生じた場合に、当該特定技

能外国人が特定技能所属機関等との連絡に必要な情

報通信技術等を車内に備える必要があります。導入す

る機器としては、車内の状況が営業所においてリアル

タイムでわかるドライブレコーダーやウェアラブル

カメラ、特定技能外国人のコミュニケーションの補助

となる翻訳機器等が想定されます。 

 

○ 離島・半島地域に関する詳細は、以下の国土交通省又



  は沖縄県のホームページをご覧ください。なお、当該ペ

ージに記載の市町村全域が対象ではない市町村もある

ため、該当する自治体にも確認の上、協力同意書を提出

してください。 

 ・離島振興対策実施地域 

URL：https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/ 

index.html 

  ・半島振興対策実施地域 

URL： 

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/ 

kokudoseisaku_chisei_tk_000185.html 

・奄美群島・小笠原諸島 

URL： 

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chitok/crd_ 

amaoga_tk_000002.html 

・沖縄離島 

URL： 

https://www.pref.okinawa.lg.jp/kensei/tokei/ 

1016451/1028067.html 

１６ P.１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 分 野 別 協 議

会】 

○１つ目 

 

 

 

 

○２つ目 

 

 

○ 自動車運送業分野の１号特定技能外国人を受け入れ

る場合には、当該特定技能外国人に係る在留諸申請の

前に、国土交通省が設置する自動車運送業分野特定技

能協議会の構成員にならなければなりません。 

 

 

○ 構成員は、協議会が行う一般的な指導、報告の徴収、

資料の要求、意見の聴取、現地調査その他業務に対し、

【分野別協議会】 

○ 自動車運送業分野の１号特定技能外国人を受け入れ

る場合には、当該特定技能外国人に係る在留諸申請の前

に、国土交通省が設置する自動車運送業分野特定技能協

議会（以下「分野別協議会」という。）の構成員になら

なければなりません。 

 

○ 構成員は、分野別協議会が行う一般的な指導、報告の

徴収、資料の要求、意見の聴取、現地調査その他業務に

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/%E3%80%80kokudoseisaku_chisei_tk_000185.html
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/%E3%80%80kokudoseisaku_chisei_tk_000185.html
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chitok/crd_
https://www.pref.okinawa.lg.jp/kensei/tokei/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

○３つ目 

 

 

 

○４つ目 

 

 

 

 

 

 

○５つ目 

必要な協力を行わなければなりません。 

 

○ また、協議会に対し、必要な協力を行わない場合に

は、基準に適合しないことから、特定技能外国人の受入

れができないこととなります。 

 

○ 特定技能所属機関が適合１号特定技能外国人支援計

画の全部の実施を登録支援機関に委託する場合には、

当該登録支援機関は、自動車運送業分野特定技能協議

会に加入し、加入後は協議会に対し、また、国土交通省

が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うもので

なければなりません。 

 

○ なお、自動車運送業分野特定技能協議会に関する問

合せ先については、国土交通省物流・自動車局のホーム

ページを御覧ください。 

URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1000038 

.html 

対し、必要な協力を行わなければなりません。 

 

○ また、分野別協議会に対し、必要な協力を行わない場

合には、基準に適合しないことから、特定技能外国人の

受入れができないこととなります。 

 

○ 特定技能所属機関が適合１号特定技能外国人支援計

画の全部の実施を登録支援機関に委託する場合には、当

該登録支援機関は、分野別協議会に加入し、加入後は分

野別協議会に対し、また、国土交通省又はその委託を受

けた者が行う調査及び指導に対し、必要な協力を行うも

のでなければなりません。 

 

○ 分野別協議会に関する詳細は、以下の国土交通省物

流・自動車局のホームページをご覧ください。 

URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1000038 

.html 

１７ P.１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 確 認 対 象 の

書類】 

○２つ目 

 

○４つ目 

 

 

 

○５つ目 

 

【確認対象の書類】 

○ 自動車運送業分野特定技能協議会の構成員であるこ

との証明書（特定技能所属機関） 

 

○ 自動車運送業分野特定技能協議会の構成員であるこ

との証明書（登録支援機関） 

 

 

（新設） 

 

【確認対象の書類】 

○ 分野別協議会の構成員であることの証明書（特定技能

所属機関） 

 

○ 分野別協議会の構成員であることの証明書（登録支援

機関） 

 

＜日本語能力水準Ａ2.2 相当を証する場合＞ 

○ 自動車運送業分野特定技能協議会タクシー分科会（タ

クシー運送業）又はバス分科会（バス運送業）の認証を

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1000038
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1000038


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.１８ 

 

 

 

 

 

○６つ目 

 

 

 

 

 

 

 

○７つ目 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

受けた日本語学習プラン（分野参考様式 15―16 号） 

 

（日本語サポーターが同乗する場合） 

○ 一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会（タクシ

ー運送業）又は公益社団法人日本バス協会（バス運送業）

が作成した告示第３条第４号ロに規定する日本語サポ

ーターの要件を確認したことを証する新任運転者研修

の修了を証する書類 

 

（離島・半島地域で業務に従事し、乗合バス又は特定バス

において日本語サポーターを同乗させない場合） 

○ 特定技能外国人のバス運転業務に係る特定技能所属

機関との連携に係る協力同意書（分野参考様式第 15―

17 号） 

１８ P.１９ 第 ４  適 合 １

号 特 定 技 能 外

国 人 支 援 計 画

の 適 正 な 実 施

の 確 保 に 係 る

基準 

告示第３条 

告示第３条 

自動車運送業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特

定技能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第 13 号及び第２項第７号に規定する告示で定める基

準は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機

関が次のいずれにも該当することとする。 

一 自動車運送事業（法第２条第２項に規定する自動

車運送事業をいい、貨物利用運送事業法（平成元年法

律第 82 号）第２条第８項に規定する第二種貨物利用

運送事業を含む。）を営む者であること。 

二 一般財団法人日本海事協会が実施する運転者職場

環境良好度認証制度に基づく認証を受けた者又は全

国貨物自動車運送適正化事業実施機関（貨物自動車

運送事業法（平成元年法律第 83 号）第 43 条に規定

告示第３条 

自動車運送業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特

定技能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第 13 号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準

は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が

次のいずれにも該当することとする。 

一 自動車運送事業（法第２条第２項に規定する自動

車運送事業をいい、貨物利用運送事業法（平成元年法

律第 82 号）第２条第８項に規定する第二種貨物利用

運送事業を含む。）を営む者であること。 

二 一般財団法人日本海事協会が実施する運転者職場

環境良好度認証制度に基づく認証を受けた者又は全

国貨物自動車運送適正化事業実施機関（貨物自動車

運送事業法（平成元年法律第 83 号）第 43 条に規定



する全国貨物自動車運送適正化事業実施機関をい

う。）が実施する貨物自動車運送事業安全性評価事業

に基づく安全性優良事業所の認定を受けた事業所を

有する者であること。 

三 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特

定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おうとす

る外国人のうち旅客自動車運送事業に従事しようと

する者に対し、新任運転者研修を実施すること。 

四 国土交通省が設置する自動車運送業分野に係る特

定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であ

ること。 

五 前号の協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

六 国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協

力を行うこと。 

七 登録支援機関に適合１号特定技能外国人支援計画

の全部の実施を委託する場合にあっては、前３号の

いずれにも該当する登録支援機関に委託することと

していること。 

する全国貨物自動車運送適正化事業実施機関をい

う。）が実施する貨物自動車運送事業安全性評価事業

に基づく安全性優良事業所の認定を受けた事業所を

有する者であること。 

三 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特

定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おうとす

る外国人（次号において「１号特定技能外国人」とい

う。）のうち旅客自動車運送事業に従事しようとする

者に対し、新任運転者研修を実施すること。 

四 １号特定技能外国人であって、基礎的な日本語を

理解し、使用することができる水準の日本語能力を

有している者（自立して日本語を理解し、使用するこ

とができる水準以上の日本語能力を有している者を

除く。）を、旅客自動車運送事業（法第３条第１号ロ

に規定する一般貸切旅客自動車運送事業を除く。以

下この号において同じ。）に従事させる場合にあって

は、次のいずれにも該当すること。 

イ 自立して日本語を理解し、使用することができ

る水準の日本語能力を修得するために必要な学習

をするための体制を整備していること。 

ロ 当該１号特定技能外国人を業務に従事させる現

場において不測の事態が発生した場合その他の日

本語により意思疎通を図ることが必要となる場合

に１号特定技能外国人と乗客、営業所及び警察署、

消防署その他の関係機関との間で日本語により意

思疎通を図ることを補助する者（当該本邦の公私

の機関に雇用されている者で、旅客自動車運送事

業の業務に従事した経験を有するもの又は現場に



おいて不測の事態が発生した場合等に適切な対応

ができるよう指導を受けたものに限る。）を同乗さ

せることとしていること。ただし、離島等（離島振

興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規

定に基づき指定された離島振興対策実施地域、奄

美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189

号）第１条に規定する奄美群島、小笠原諸島振興開

発特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第 4 条第

１項に規定する小笠原諸島及び沖縄振興特別措置

法（平成 14 年法律第 14 号）第３条第３号に規定

する離島の区域並びに半島振興法（昭和 60 年法律

第 63 号）第２条第１項の規定に基づき指定された

半島振興対策実施地域をいう。以下この号におい

て同じ。）において１号特定技能外国人を業務に従

事させる場合であって、次のいずれにも該当する

場合にあっては、この限りでない。 

(1) 当該１号特定技能外国人に従事させる業務が、

法第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車

運送事業又は同条第２号に規定する特定旅客自動

車運送事業に係るものであること。 

(2) 当該１号特定技能外国人を業務に従事させる離

島等をその区域に含む市町村と協力して、当該１

号特定技能外国人の支援を行うこととしているこ

と。 

(3) 当該１号特定技能外国人を業務に従事させる現

場において不測の事態が発生した場合等に適切な

対応を行うことができるよう、情報通信技術の活

用その他の方法により緊急時の連絡体制の整備そ



の他必要な環境整備を行うこととしていること。 

五 国土交通省が設置する自動車運送業分野に係る特

定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であ

ること。 

六 前号の協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

七 国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査及

び指導に対し、必要な協力を行うこと。 

八 登録支援機関に適合１号特定技能外国人支援計画

の全部の実施を委託する場合にあっては、前３号の

いずれにも該当する登録支援機関に委託することと

していること。 

１９ P.２３ 第 ５  上 陸 許

可に係る基準 

【労働者派遣】 

○１つ目 

 

 

 

 

 

 

○ 在留資格「特定技能１号」に係る上陸基準として、自

動車運送業分野に特有の事情に鑑みて同在留資格に係

る上陸基準省令第６号に基づき告示をもって定めたも

のです。 

 

○ タクシー運送業及びバス運送業において、１号特定

技能外国人を受け入れるに当たっては、新任運転者研修

を修了した者しか受け入れることができません。 

 

○ なお、当該研修の修了に当たっては、業界団体が定め

た効果測定の基準に達する必要があります。 

【労働者派遣】 

○ 在留資格「特定技能１号」に係る上陸基準として、自

動車運送業分野に特有の事情に鑑みて同在留資格に係

る上陸基準省令第６号に基づき告示をもって定めたも

のです。 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

２０ P.２３ 【 確 認 対 象 の

書類】 

【確認対象の書類】 

○ タクシー運送業及びバス運送業の業務に従事する場

合は、業界団体が作成した新任運転者研修の修了を証す

る書類 

【確認対象の書類】 

（削除） 

２１ P.２５ 第 ６  キ ャ リ （新設） 分野別運用方針（抜粋） 



ア 形 成 プ ロ グ

ラム 

分 野 別 運 用 方

針（抜粋） 

 第一 特定技能制度に関する基本的な事項等 

４ その他特定技能制度に係る制度の運用に関する重

要事項 

 （１）特定技能外国人のキャリア形成等に関する事項 

国土交通省は、関係業界等と協働して、特定技能

１号に係るキャリアステップの概要を内容とする

自動車運送業分野における「キャリア形成プログ

ラム（以下「キャリアプログラム」という。）」を策

定する。 

自動車運送業分野におけるキャリアプログラム

は、次の事項を基本とし、特定技能外国人が、自身

のキャリアを俯瞰し、技能等の向上・育成を予見で

きるものとするとともに、関係業界、特定技能所属

機関等において、受け入れる外国人への計画的か

つ的確な育成・評価等を行うための指針とする。 

① 講習受講・資格取得 

② 日本語能力 

③ マネジメント経験 

④ その他（フォローアップや意欲向上策等） 

２２ P.２５ ○１つ目 

 

 

 

 

 

 

○２つ目 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

○ 自動車運送業分野におけるキャリア形成プログラム

は、特定技能外国人が、自身のキャリアを俯瞰し、技能

等の向上・育成を予見できるものとするとともに、関係

業界、特定技能所属機関等において、受け入れる外国人

への計画的かつ的確な育成・評価等を行うための指針と

なります。 

 

○ 自動車運送業分野におけるキャリア形成プログラム

は、国土交通省の HP に掲載されていますので、適切に



参照し活用してください。 

２３ P.２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ７  在 留 資

格「特定活動」

による入国・在

留 

（１）目的及び

関係規定 

○１つ目 

 

 

 

 

 

○２つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 在留資格「特定活動」による入国・在留  

（１）目的及び関係規定 

○ １号特定技能外国人として自動車運送業分野の業務

に従事するに当たっては、我が国の運転免許の取得の

ほか、タクシー運送業及びバス運送業においては新任

運転者研修の修了が必要となることから、一定期間我

が国での在留を認める措置が必要となります。 

そのため、分野別運用要領において、１号特定技能外

国人として自動車運送業分野の業務に従事しようとす

る外国人について、在留資格「特定活動」による入国・

在留を認める旨が定められています。 

 

○ 当該「特定活動」（以下「特定活動（特定自動車運送

業準備）」という。）については、出入国管理及び難民認

定法第７条第１項第２号の規定に基づき同法別表第１

の５の表の下欄に掲げる活動を定める件（令和７年２月

17 日改正・平成２年法務省告示第 131 号。以下「特定

活動告示」という。）の第 55 号において、その活動内

容及び「特定活動（特定自動車運送業準備）」で在留す

る外国人（以下「特定自動車運送業準備外国人」とい

う。）本人の基準等が定められているほか、出入国管理

及び難民認定法第７条第１項第２号の規定に基づき同

法別表第１の５の表の下欄に掲げる活動を定める件第

55 号に規定する法務大臣の定める特定自動車運送業準

備外国人支援計画及び特定自動車運送業準備雇用契約

の基準等を定める件（令和７年法務省告示第 36 号。以

下「特定自動車運送業準備基準告示」という。）におい

第７ 在留資格「特定活動」による入国・在留  

（１）目的及び関係規定 

○ １号特定技能外国人として自動車運送業分野の業務

に従事するに当たっては、我が国の運転免許の取得のほ

か、タクシー運送業及びバス運送業においては新任運転

者研修の修了が必要となることから、一定期間我が国で

の在留を認める措置が必要となります。 

そのため、分野別運用方針において、１号特定技能外

国人として自動車運送業分野の業務に従事しようとす

る外国人について、在留資格「特定活動」による入国・

在留を認める旨が定められています。 

 

○ 当該「特定活動」（以下「特定活動（特定自動車運送

業準備）」という。）については、出入国管理及び難民認

定法第７条第１項第２号の規定に基づき同法別表第１

の５の表の下欄に掲げる活動を定める件（平成２年法務

省告示第 131 号。以下「特定活動告示」という。）の第

55 号において、その活動内容及び「特定活動（特定自

動車運送業準備）」で在留する外国人（以下「特定自動

車運送業準備外国人」という。）本人の基準等が定めら

れているほか、出入国管理及び難民認定法第７条第１項

第２号の規定に基づき同法別表第１の５の表の下欄に

掲げる活動を定める件第 55 号に規定する法務大臣の定

める特定自動車運送業準備外国人支援計画及び特定自

動車運送業準備雇用契約の基準等を定める件（令和７年

法務省告示第 36 号。以下「特定自動車運送業準備基準

告示」という。）において、所属機関の基準等が定めら



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.２７ 

 

 

○３つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○４つ目 

 

 

 

○５つ目 

て、所属機関の基準等が定められています。 

 

○ 本特定活動は、自動車運送業分野において特定技能

１号として活動するために必要な我が国の運転免許の

取得及び新任運転者研修の受講（タクシー運送業及び

バス運送業の場合）等を目的とするものであり、我が国

の運転免許の保有及び新任運転者研修の修了を除き、

外国人の要件及び所属機関等の要件について、特定技

能１号を受け入れる場合と同様の要件を満たす必要が

あります。 

そのため、特定活動告示第 55 号及び特定自動車運送

業準備基準告示の規定については、上陸基準省令及び

特定技能基準省令と同様の内容となっています。 

本章では、主に特定技能１号とは異なる部分を記載 

しているため、その他の要件の詳細については、「特定

技能外国人受入れに関する運用要領」を御参照くださ

い。 

 

 

 

 

○ 特定活動告示第 55 号及び特定自動車運送業準備基

準告示の規定の内容は以下 20 ページから 32 ページの

とおりです。 

 

○ なお、本邦に在留している外国人（「留学」や「家族

滞在」等の在留資格で在留している者）が、自動車運送

業分野において特定技能１号として活動するために必

れています。 

 

○ 本特定活動は、自動車運送業分野において特定技能１

号として活動するために必要な我が国の運転免許の取

得及び新任運転者研修の受講（タクシー運送業又はバス

運送業の場合）等を目的とするものであり、我が国の運

転免許の保有、地域における共生社会の実現のため寄与

する責務に関すること、分野の特性に応じて求められる

基準のうち新任運転者研修の修了・実施及び外国人の日

本語能力水準がＡ2.2 相当である場合の措置、報告のう

ち随時届出の一部及び定期届出に係るものを除き、外国

人の要件及び所属機関等の要件について、特定技能１号

を受け入れる場合と同様の要件を満たす必要がありま

す。 

そのため、特定活動告示第 55 号及び特定自動車運送

業準備基準告示の規定については、上陸基準省令及び特

定技能基準省令と同様の内容となっています。 

本章では、主に特定技能１号とは異なる部分を記載し

ているため、その他の要件の詳細については、「特定技

能外国人受入れに関する運用要領」を御参照ください。 

 

○ 特定活動告示第 55 号及び特定自動車運送業準備基準

告示の規定の内容は以下 27 ページから 39 ページのと

おりです。 

 

○ なお、本邦に在留している外国人（「留学」や「家族

滞在」等の在留資格で在留している者）が、自動車運送

業分野において特定技能１号として活動するために必



要な我が国の運転免許を取得している場合（トラック

運送業に限る）、又は当該運転免許を取得した後、資格

外活動許可を取得した上で新任運転者研修を修了した

場合（タクシー運送業及びバス運送業に限る）において

は、本特定活動を経由することなく、特定技能１号へと

移行することができます。 

要な我が国の運転免許を取得している場合（トラック運

送業に限る。）、又は当該運転免許を取得した後、資格外

活動許可を取得した上で新任運転者研修を修了した場

合（タクシー運送業及びバス運送業に限る。）において

は、本特定活動を経由することなく、特定技能１号へと

移行することができます。 

２４ P.２７ 【関係規定】 

分 野 別 運 用 方

針（抜粋） 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜粋） 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関

する重要事項 

（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

カ タクシー運送業及びバス運送業における特定

技能所属機関は、特定技能１号の在留資格で受け

入れる予定の外国人に対し、新任運転者研修を実

施すること。 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜粋） 

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する

事項 

２ その他特定技能制度の運用に関する重要事項 

（３）特定産業分野に特有の事情に鑑みて講じる措置

等 

    特定技能所属機関に対して特に課す条件 

    ⑦ タクシー運送業及びバス運送業における特

定技能所属機関は、特定技能１号の在留資格で

受け入れる予定の外国人に対し、新任運転者研

修を実施すること。 

（４）在留資格「特定活動」による入国・在留 

    上記２（１）に掲げる業務を行うに当たっては、

その前提として、運転免許の取得に加え、タクシー

運送業及びバス運送業においては、新任運転者研修

を修了する必要があるところ、運転免許の取得や新

任運転者研修の受講のため、一定期間我が国での在

留が必要となることから、運転免許の取得や新任運

転者研修の受講以外の要件を満たした者について

は、受入れ機関との雇用契約の下、在留資格「特定

活動」による入国・在留を認める（在留期間の上限



は、トラック運送業については 6 月、タクシー運送

業及びバス運送業については１年とする。なお、当

該在留資格をもって在留する期間は、「特定技能１

号」の在留資格をもって在留する通算在留期間に算

入しない。）  

また、当該在留資格による在留中には、上記手続

等のほか、受入れ機関における車両の清掃といっ

た関連作業に従事することを認める。 

２５ P.２７  分野別運用要領（抜粋） 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関

する重要事項 

３．在留資格「特定活動」による入国・在留運用方針５（１）

に掲げる業務を行うに当たっては、その前提として、運

転免許の取得に加え、タクシー運送業及びバス運送業

においては、下記４（５）に定める新任運転者研修（旅

客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第 44

号）第 38 条第１項、第２項及び第５項並びに第 39 条

に規定する事項についての指導、監督及び特別な指導

を受け、並びに適性診断を受診することをいう。）を修

了する必要があるところ、運転免許の取得や新任運転

者研修の受講のため、一定期間我が国での在留が必要

となることから、運転免許の取得や新任運転者研修の

受講以外の要件を満たした者については、受入れ機関

との雇用契約の下、在留資格「特定活動」による入国・

在留を認める（在留期間の上限は、トラック運送業につ

いては６月、タクシー運送業及びバス運送業について

は１年とする。なお、当該在留資格をもって在留する期

間は、「特定技能１号」の在留資格をもって在留する通

（削除） 



算在留期間に算入しない。）。 

また、当該在留資格による在留中には、上記手続等の

ほか、受入れ機関における車両の清掃といった関連作

業に従事することを認める。 

４．分野の特性を踏まえて特に講じる措置 

（５）新任運転者研修の実施（運用方針５（２）カ関係） 

タクシー運送業及びバス運送業における特定技能

所属機関は、特定技能１号の在留資格で受け入れる

予定の外国人に対し、新任運転者研修を実施する。 

２６ P.２７ 告示第１条 告示第１条 

 一（略） 

 二 旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和 26 年法律

第 183 号。以下「法」という。）第２条第３項に規定

する旅客自動車運送事業をいう。第３条第３号にお

いて同じ。）に従事しようとする者にあっては、新任

運転者研修（旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31

年運輸省令第 44 号）第 38 条第１項及び第 39 条に

規定する指導監督、同規則第 38 条第２項に規定する

特別な指導並びに同規則第 38 条第５項に規定する

指導を受けること並びに同規則第 38 条第２項に規

定する適性診断を受けることをいう。第３条第３号

において同じ。）を修了していること。 

告示第１条 

 一（略） 

 二 旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和 26 年法律

第 183 号。以下「法」という。）第２条第３項に規定

する旅客自動車運送事業をいう。以下同じ。）に従事

しようとする者にあっては、新任運転者研修（旅客自

動車運送事業運輸規則（昭和 31 年運輸省令第 44 号）

第 38 条第１項及び第 39 条に規定する指導監督、同

規則第 38 条第２項に規定する特別な指導並びに同規

則第 38 条第５項に規定する指導を受けること並びに

同規則第 38 条第２項に規定する適性診断を受けるこ

とをいう。第３条第３号において同じ。）を修了して

いること。 

２７ P.３９ 

 

 

 

 

 

（２）活動内容

及び要件等 

① 活動内容 

○１つ目 

 

 

（２）活動内容及び要件等 

① 活動内容 

○ 特定自動車運送業準備外国人が行うことがで

きる活動は次のとおりです。 

・ 外免切替等による運転免許の取得に係る諸

手続（自動車教習所への通所を含む。） 

（２）活動内容及び要件等 

① 活動内容 

○ 特定自動車運送業準備外国人が行うことがで

きる活動は次のとおりです。 

・自動車教習所への通所又は外免切替による

運転免許の取得に係る諸手続 
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② 要件 

ア  特 定 自 動

車 運 送 業 準 備

外 国 人 本 人 の

要件 

○１つ目 

 

 

 

 

 

 

 

・ 新任運転者研修の受講（タクシー運送業及

びバス運送業の場合） 

・ 車両の清掃等の関連業務 

○ 本特定活動の在留期間は、トラック運転者の

場合は６月、タクシー運転者及びバス運転者の

場合は１年となり、在留期間の更新はできませ

ん。また、本特定活動の在留期間が残っている場

合でも、運転免許の取得及び新任運転者研修（タ

クシー運送業及びバス運送業の場合）を修了し

た場合は速やかに「特定技能１号」への在留資格

変更許可申請を行っていただく必要がありま

す。 

 

 

 

② 要件 

ア 特定自動車運送業準備外国人本人の要件 

○ 特定自動車運送業準備外国人本人の要件の

うち、次のものについては「特定技能１号」

と同様の要件です。 

・ 年齢に関するもの 

・ 健康状態に関するもの 

・ 本要領別表に記載された技能試験及び

日本語試験に合格していること（＊１） 

・ 退去強制令書の円滑な執行へ協力する

として法務大臣が告示で定める外国政

府又は地域の権限ある機関が発行した

旅券を所持していること 

・新任運転者研修の受講（タクシー運送業及

びバス運送業の場合） 

・車両の清掃等の関連業務 

○ 本特定活動の在留期間の上限は、トラック運送

業の場合は６月、タクシー運送業及びバス運送業

の場合は１年ですが、本特定活動の在留期間が残

っている場合でも、運転免許の取得及び一般社団

法人全国ハイヤー・タクシー連合会（タクシー運

送業）又は公益社団法人日本バス協会（バス運送

業）が定めた効果測定の基準に達する新任運転者

研修（タクシー運送業及びバス運送業の場合）を

修了した場合は速やかに「特定技能１号」への在

留資格変更許可申請を行っていただく必要があ

ります。 

 

② 要件 

ア 特定自動車運送業準備外国人本人の要件 

○ 特定自動車運送業準備外国人本人の要件の

うち、次のものについては「特定技能１号」と

同様の要件です。 

・年齢に関するもの 

・健康状態に関するもの 

・本要領別表に記載された技能試験及び日

本語試験に合格していること ※１ 

・退去強制令書の円滑な執行へ協力すると

して法務大臣が告示で定める外国政府又

は地域の権限ある機関が発行した旅券を

所持していること 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.４１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  雇 用 契 約

及 び 所 属 機 関

に関する要件 

〇１つ目 

 

 

 

 

・ 通算在留期間に関するもの 

・ 保険金の徴収・違約金契約等に関する

もの（＊２） 

・ 費用負担の合意に関するもの 

・ 本国において遵守すべき手続に関する

もの 

・ 労働者派遣の対象となることを内容と

する雇用契約を締結していないこと（＊

３） 

※ 上記＊１の要件の詳細については本

運用要領別冊第２を、＊２の要件の詳細

については「特定技能外国人受入れに関

する運用要領」第４章第１節及び後述

【留意事項】を、＊３の要件の詳細につ

いては本運用要領別冊第５を、その他の

要件の詳細については「特定技能外国人

受入れに関する運用要領」第４章第１節

を御参照ください。 

 

 

イ 雇用契約及び所属機関に関する要件 

○ 特定自動車運送業準備所属機関に関する要

件のうち、次のものについては特定技能所属

機関と同様の要件です。 

〈特定自動車運送業準備雇用契約の基準〉 

・ 労働関係法令に適合していること 

・ 所定労働時間に関するもの 

・報酬等に関するもの 

・通算在留期間に関するもの 

・保証金の徴収・違約金契約等に関するも

の ※２ 

・費用負担の合意に関するもの 

・本国において遵守すべき手続に関するも

の 

・労働者派遣の対象となることを内容とす

る雇用契約を締結していないこと ※３ 

上記※１の要件の詳細については、本要領

別表（日本語試験については、タクシー運送

業又はバス運送業の場合であっても、「日本語

教育の参照枠」Ａ2.2 相当以上で要件を満たし

ます。）を、※２の要件の詳細については「特

定技能外国人受入れに関する運用要領」第４

章第１節及び後述【留意事項】を、※３の要

件の詳細については本運用要領別冊第５を、

その他の要件の詳細については「特定技能外

国人受入れに関する運用要領」第４章第１節

を御参照ください。 

 

イ 雇用契約及び所属機関に関する要件 

○ 特定自動車運送業準備所属機関に関する要

件のうち、次のものについては特定技能所属

機関と同様の要件です。 

〈特定自動車運送業準備雇用契約の基準〉 

・労働関係法令に適合していること 

・所定労働時間に関するもの 

・報酬等に関するもの 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 外国人であることを理由として、報酬の

決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利

用その他の待遇に係る差別的取扱いをし

ていないこと 

・ 一時帰国のための有給休暇取得に関する

もの 

・ 特定自動車運送業準備外国人が活動を行

おうとする事業所が告示 

（本運用要領別冊１ページにおける「告

示」と同様。）で定める産業を行っているこ

と（＊１） 

・ 帰国担保措置に関するもの 

・ 健康状況その他の生活状況把握のための

必要な措置 

〈特定自動車運送業準備所属機関の基準〉 

・ 労働、社会保険及び租税に関する法令の

規定の遵守 

・ 非自発的離職者の発生に関するもの 

・ 行方不明者の発生に関するもの 

・ 関係法律による刑罰を受けたことによる

欠格事由 

・ 実習認定の取消しを受けたことによる欠

格事由 

・ 出入国又は労働関係法令に関する不正行

為を行ったことに関するもの 

・ 暴力団排除の観点からの欠格事由 

・ 特定技能所属機関の行為能力・役員等の

適格性に係る欠格事由 

・外国人であることを理由として、報酬の決

定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用

その他の待遇に係る差別的取扱いをしてい

ないこと 

・一時帰国のための有給休暇取得に関するも

の 

・特定自動車運送業準備外国人が活動を行お

うとする事業所が告示 

（本運用要領別冊１ページにおける「告示」

と同様。）で定める産業を行っていること 

※１ 

・帰国担保措置に関するもの 

・健康状況その他の生活状況把握のための必

要な措置 

〈特定自動車運送業準備所属機関の基準〉 

・労働、社会保険及び租税に関する法令の規

定の遵守 

・非自発的離職者の発生に関するもの 

・行方不明者の発生に関するもの 

・関係法律による刑罰を受けたことによる欠

格事由 

・実習認定の取消しを受けたことによる欠格

事由 

・出入国又は労働関係法令に関する不正行為

を行ったことに関するもの 

・暴力団排除の観点からの欠格事由 

・特定技能所属機関の行為能力・役員等の適

格性に係る欠格事由 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 特定技能外国人の活動状況に係る文書の

作成等に関するもの 

・ 保証金の徴収・違約金契約等による欠格

事由（＊２） 

・ 支援に要する費用の負担に関するもの 

・ 労災保険法に係る措置等に関するもの 

・ 特定自動車運送業準備雇用契約履行体制

に関するもの 

・ 報酬の口座振込み等に関するもの 

・ 中長期在留者の受入れ実績に関するもの 

・ 十分に理解できる言語による支援体制に

関するもの 

・ 支援の実施状況にかかる文書の作成等に

関するもの 

・ 支援の中立性に関するもの 

・ 支援実施義務の不履行に関するもの 

・ 定期的な面談の実施に関するもの 

・ 特定自動車運送業準備所属機関が告示

（本運用要領別冊１ページにおける「告

示」と同様。）第３条第１号から第２号及び

第４号から第７号に該当すること（＊１） 

※ 上記＊１の要件の詳細については本運用要

領別冊第３を、上記＊２の要件の詳細につい

ては「特定技能外国人受入れに関する運用要

領」第５章第２節及び後述【留意事項】を、

その他の要件については「特定技能外国人受

入れに関する運用要領」第５章を御参照くだ

さい。 

・特定技能外国人の活動状況に係る文書の作

成等に関するもの 

・ 保証金の徴収・違約金契約等による欠格

事由 ※２ 

・支援に要する費用の負担に関するもの 

・労災保険法に係る措置等に関するもの 

・特定自動車運送業準備雇用契約履行体制に

関するもの 

・報酬の口座振込み等に関するもの 

・中長期在留者の受入れ実績に関するもの 

・十分に理解できる言語による支援体制に関

するもの 

・支援の実施状況にかかる文書の作成等に関

するもの 

・支援の中立性に関するもの 

・支援実施義務の不履行に関するもの 

・定期的な面談の実施に関するもの 

・特定自動車運送業準備所属機関が告示（本

運用要領別冊１ページにおける「告示」と

同様。）第３条第１号から第２号及び第５号

から第８号に該当すること（※１） 

※ 上記※１の要件の詳細については本運用

要領別冊第３を、上記※２の要件の詳細に

ついては「特定技能外国人受入れに関する

運用要領」第５章第２節及び後述【留意事

項】を、その他の要件については「特定技能

外国人受入れに関する運用要領」第５章を

御参照ください。 



 

P.４３ 

 

【 本 特 定 活 動

に 係 る 在 留 諸

申 請 の 提 出 書

類について】 

〇１つ目 

 

○ 本特定活動に係る在留諸申請は、原則として「特定技

能外国人受入れに関する運用要領」及び本運用要領別

冊第２から第３までに記載する書類と同じ書類を提出

する必要があります。ただし、次の表の左欄に掲げる書

類については、表の右欄に掲げる本運用要領別冊の参

考様式を提出してください。 

「特定技能外国人受入れに

関する運用要領」及び本運

用要領別冊に記載する書類 

在留諸申請時に提出する

書類 

分野参考様式第 15－１号 

「自動車運送業分野におけ

る特定技能外国人の受入れ

に関する誓約書（特定技能

所属機関）」 

分野参考様式第 15－３号 

「特定自動車運送業準備

外国人の受入れに関する

誓約書（特定自動車運送業

準備所属機関）」 

分野参考様式第 15－２号 

「自動車運送業分野におけ

る特定技能外国人の受入れ

に関する誓約書（登録支援

機関）」 

分野参考様式第 15－４号 

「特定自動車運送業準備

外国人の受入れに関する

誓約書（登録支援機関）」 

参考様式第１－４号 

「特定技能外国人の報酬に

関する説明書」 

分野参考様式第 15－５号 

「特定自動車運送業準備

外国人の報酬に関する説

明書」 

参考様式第１－５号 

「特定技能雇用契約書」 

分野参考様式第 15－６号 

「特定自動車運送業準備

雇用契約書」 

参考様式第１－６号 分野参考様式第 15－７号 

 

○ 本特定活動に係る在留諸申請は、原則として「特定技

能外国人受入れに関する運用要領」及び本運用要領別冊

第２から第３までに記載する書類と同じ書類を提出す

る必要があります。ただし、次の表の左欄に掲げる書類

については、表の右欄に掲げる本運用要領別冊の参考様

式を提出してください。 

「特定技能外国人受入れに

関する運用要領」及び本運

用要領別冊に記載する書類 

在留諸申請時に提出する書

類 

分野参考様式第 15－１号 

「自動車運送業分野におけ

る特定技能外国人の受入れ

に関する誓約書（特定技能所

属機関）」 

分野参考様式第 15－３号 

「特定自動車運送業準備外

国人の受入れに関する誓約

書（特定自動車運送業準備

所属機関）」 

分野参考様式第 15－２号 

「自動車運送業分野におけ

る特定技能外国人の受入れ

に関する誓約書（登録支援機

関）」 

分野参考様式第 15－４号 

「特定自動車運送業準備外

国人の受入れに関する誓約

書（登録支援機関）」 

参考様式第１－４号 

「特定技能外国人の報酬に

関する説明書」 

分野参考様式第 15－５号 

「特定自動車運送業準備外

国人の報酬に関する説明

書」 

参考様式第１－５号 

「特定技能雇用契約書」 

分野参考様式第 15－６号 

「特定自動車運送業準備雇

用契約書」 

参考様式第１－６号 分野参考様式第 15－７号 



「雇用条件書」 「雇用条件書」 

参考様式第１－９号 

「徴収費用の説明書」 

分野参考様式第 15－８号 

「徴収費用の説明書」 

参考様式第１－16 号 

「雇用の経緯に係る説明

書」 

分野参考様式第 15－９号 

「雇用の経緯に係る説明

書」 

参考様式第１－17 号 

「１号特定技能外国人支援

計画書」 

分野参考様式第 15－10 号 

「特定自動車運送業準備

外国人支援計画書」 

参考様式第１－23 号 

「特定技能所属機関の役員

に関する誓約書」 

分野参考様式第 15－11 号 

「特定自動車運送業準備

所属機関の役員に関する

誓約書」 

参考様式第１－25 号 

「登録支援機関との支援委

託契約に関する説明書」 

分野参考様式第 15－12 号 

「登録支援機関との支援

委託契約に関する説明書」 
 

「雇用条件書」 「雇用条件書」 

参考様式第１－16 号 

「雇用の経緯に係る説明書」 

分野参考様式第 15－９号 

「雇用の経緯に係る説明

書」 

参考様式第１－17 号 

「１号特定技能外国人支援

計画書」 

分野参考様式第 15－10 号 

「特定自動車運送業準備外

国人支援計画書」 

参考様式第１－23 号 

「特定技能所属機関の役員

に関する誓約書」 

分野参考様式第 15－11 号 

「特定自動車運送業準備所

属機関の役員に関する誓約

書」 

参考様式第１－25 号 

「登録支援機関との支援委

託契約に関する説明書」 

分野参考様式第 15－12 号 

「登録支援機関との支援委

託契約に関する説明書」 
 



２８ 別表  

 

 

 

 

 

 

 

 



２９ 分野参考

様式第

15－１ 

自 動 車 運 送 業

分 野 に お け る

特 定 技 能 外 国

人 の 受 入 れ に

関 す る 誓 約 書

（ 特 定 技 能 所

属機関） 



  



３０ 分野参考

様式第

15－２ 

自 動 車 運 送 業

分 野 に お け る

特 定 技 能 外 国

人 の 受 入 れ に

関 す る 誓 約 書

（ 登 録 支 援 機

関） 

 
 



３１ 分野参考

様式第

15－７ 

雇用条件書 



 









  



３２ 分野参考

様式第

15－10 

特 定 自 動 車 運

送 業 準 備 外 国

人支援計画書 









 
 



３３ 分野参考

様式第

15－16 

日 本 語 学 習 プ

ラン 

（新設） 

 

 

 



 

３４ 分野参考

様式第

15－17 

１ 号 特 定 技 能

外 国 人 の バ ス

運 行 業 務 に 係

る 特 定 技 能 所

属 機 関 と の 協

力同意書 

（新設） 

 


